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【課題】非接触給電において、受電装置への給電を効率よく確実に行えるようにする。 【解決手段】給
電装置 1 0 は、位置標定装置 1 4 か ら受電装置 2 0 が存在する方向 α を取得 し、給電素子 1 2 の指向方
向が受電装置 2 0 の方向を向くようにして給電を開始 し、位置標定装置 1 4 か ら取得される受電装置 2
0 の位置に基づき自身と受電装置 2 0 までの距離を取得 し、取得 した距離に対応する伝送効率の許容範
囲を求め、受電装置 2 0 か ら送 られてくる、給電装置 1 0 か ら現在供給を受けている電力値を受信 し、
受信 した電力値と現在の給電電力の電力値とに基づき現在の伝送効率を求め、現在の伝送効率が許容範
囲を逸脱する場合は、位置標定装置 1 4 か ら受電装置 2 0 が存在する方向 α を再度取得 し、取得 した方
向 αに基づき、給電素子 1 2 の指向方向が受電装置 2 0 の方向に向くように給電素子 1 2 の指向方向を
制御する。



明 細 書

発明の名称 ：

非接触給電システム、給電装置、及び非接触給電システムの制御方法

技術分野

[0001 ] この発明は、非接触給電システム、給電装置、及び非接触給電システムの

制御方法に関し、とくに非接触給電を効率よく確実に行えるようにするため

の技術に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 には、給電される電力を送電する送電デバイスと、送電デバィ

スから電力を受電する受電デバイスとを有 し、送電デバイスは磁界共鳴関係

をもって送電する第 1 の共振素子を含み、受電デバイスは、磁界共鳴関係を

もって送電デバイスから送電された電力を受電する第 2 の共振素子を含み、

送電デバイスが、送電デバイスおよび受電デバイスの少なくとも一方の電力

伝送情報に応 じて、第 1 の共振素子の配置角度および配置位置のうちの少な

くとも一方を調整可能な駆動部を備えるワイヤ レス給電システムについて記

載されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 4 7 2 8 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 昨今、携帯電子機器や電気自動車等の普及に伴い非接触給電に対するニ ー

ズが増大しており、電磁界共鳴技術等をベースとした遠距離間での送電に関

する実用化が進められている。ここで遠距離間での非接触給電の実現に際し

ては、給電装置から受電装置への給電電力の伝送効率を可能な限り確保 し、

効率よく確実に非接触給電が行われるようにする必要がある。

[0005] 本発明はこのような背景に鑑みてなされたもので、非接触給電を効率よく



確実に行うことが可能な、非接触給電システム、給電装置、及び非接触給電

システムの制御方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 上記目的を達成するための本発明のうちの一つは、非接触給電により給電

を受ける受電装置と、前記受電装置に給電電力を送信する給電素子を備え、

前記給電素子の指向方向を制御する制御機構を備える給電装置と、前記給電

装置と通信可能に接続 し、前記受電装置から送信されてくる無線信号である

位置標定信号を、互いに隣接 して配置された複数のアンテナにより受信 し、

受信 した前記位置標定信号の位相差に基づき、自身からみた前記受電装置が

存在する方向 、及び前記受電装置の位置を算出する位置標定機能を備える

、位置標定装置とを含んで構成される非接触給電システムであって、前記給

電装置は、前記位置標定装置から前記受電装置が存在する方向 を取得 し、

取得 した前記方向 に基づき前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向

を向くように前記制御機構を制御 して給電を開始 し、前記位置標定装置から

取得される前記受電装置の位置に基づき自身と前記受電装置までの間の距離

を取得 し、取得 した前記距離に対応する、前記受電装置に給電電力を送信す

る際の伝送効率の許容範囲を求め、前記受電装置は、前記給電装置から現在

供給を受けている電力値を前記給電装置に送信 し、前記給電装置は、前記受

電装置から送られてくる前記電力値を受信 し、受信 した前記電力値と前記給

電素子から現在送信 している給電電力の電力値とに基づき、現在の伝送効率

を求め、前記現在の伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合は、前記位置標

定装置から前記受電装置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した方向 に

基づき、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向に向くように前記給

電素子の指向方向を制御する。

[0007] 本発明によれば、給電装置は、位置標定装置が求めた、受電装置が存在す

る方向 に基づき、給電素子の指向方向が受電装置の方向を向くように制御

して給電を開始 し、位置標定装置が求めた給電装置と受電装置との距離に対

応する、伝送効率の許容範囲を求め、受電装置から受信 した電力値と給電素



子か ら出力 している電力値 とか ら現在の伝送効率 を求め、求めた伝送効率が

許容範囲を逸脱する場合は方向 を再度取得 し、再取得 した方向 に基づ き

、給電素子の指向方向を受電装置の方向に向 くように制御するので、給電素

子の指向方向を適切 に制御 して給電装置か ら受電装置への給電を効率 よ く確

実 に行 うことがで きる。

[0008] 本発明の うちの他の一つは、上記非接触給電システムであ って、前記給電

装置は、前記伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合、前記受電装置八の前

記給電を停止 し、前記位置標定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を再

度取得 し、取得 した前記受電装置が存在する方向 に基づ き、前記給電素子

の指向方向が前記受電装置の方向を向 くように制御 し、 その後、前記受電装

置への給電を再開する。

[0009] 本発明によれば、給電装置は、伝送効率が許容範囲を逸脱する場合は給電

を停止するので、非効率な給電が行われるのを防 ぐことがで きる。 また給電

装置は、指向方向を調整 した うえで給電を再開するので、給電装置か ら受電

装置への給電を効率 よ く確実 に行 うことがで きる。

[001 0] 本発明の うちの他の一つは、上記非接触給電システムであ って、前記給電

装置は、前記受電装置 に対 して前記位置標定信号の送信 を要求する情報であ

る位置標定信号送信要求を前記受電装置 に送信 し、前記位置標定装置は、前

記位置標定信号送信要求に応 じて前記受電装置が送信する前記位置標定信号

に基づ き前記受電装置の位置標定を行い、前記給電装置は、前記受電装置へ

の前記給電を行 っている際に前記位置標定信号送信要求を送信 し、前記位置

標定信号送信要求の送信後、所定時間内に前記位置標定装置が前記受電装置

か ら前記位置標定信号 を受信 しなか った場合、前記受電装置への給電を停止

する。

[001 1] 本発明によれば、給電装置は、受電装置への給電を行 っている際に位置標

定信号送信要求を送信 し、 その後、所定時間内に位置標定装置が受電装置か

ら位置標定信号 を受信 しなか った場合 には受電装置への給電を停止する。 こ

のように位置標定信号 を受信で きない場合は給電を停止するので、 ロスの大



きな給電が行われて しまうのを防ぐことができる。

[001 2] 本発明のうちの他の一つは、上記非接触給電システムであって、前記受電

装置は、前記給電電力を受信する受電素子と、前記受電素子の指向方向を制

御する制御機構を備え、前記給電装置は、前記受電装置に、前記位置標定装

置から取得 した前記受電素子が存在する方向 及び前記受電装置が存在する

位置を送信 し、前記受電装置は、前記方向 及び前記位置を受信 し、受信 し

た前記方向 及び前記位置に基づき前記受電素子の指向方向を前記給電装置

の方向に調整する。

[001 3] 本発明によれば、受電装置側でも、給電装置から送 られてくる位置標定の

結果に基づき、受電素子の指向方向を給電装置の方向に調整するので、これ

により伝送効率を向上させることができる。

[0014] 本発明のうちの他の一つは、上記非接触給電システムであって、前記給電

装置は、前記受電装置に、前記受電装置の指向方向の前記調整に要する電力

を非接触給電により供給する。

[001 5] 本発明によれば、受電素子の指向方向の調整に要する電力が非接触給電に

より給電装置から受電装置に供給されるので、受電装置が蓄電能力を備えて

いないような場合でも、受電素子の指向方向の調整を行うことができる。

[001 6] その他、本願が開示する課題、及びその解決方法は、発明を実施するため

の形態の欄、及び図面により明らかにされる。

発明の効果

[001 7] 本発明によれば、受電装置への給電を効率よく確実に行うことができる。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図1]非接触給電システム 1 の構成を説明する図である。

[ 図2]給電装置 1 0 のハ一 ドウエア構成を説明する図である。

[ 図3]給電装置 1 0 が備える主な機能を説明する図である。

[ 図4 ] 受電装置 2 0 のハ一 ドウエア構成を説明する図である。

[ 図5] 受電装置 2 0 が備える主な機能を説明する図である。

[ 図6]位置標定信号 6 0 0 のデ一タフ才一マツ 卜を示す図である。



[ 図7] 給 電装置 1 0 と受電装置 2 0 との位置関係 （高 さ及び距離 を示す変数 の

とり方） を説明する図である。

[ 図8] ア ンテナ群 1 4 2 を構成 しているアンテナ と受電装置 2 0 との位置関係

を説明する図である。

[ 図9] 給 電装置 1 0 と受電装置 2 0 の位置関係 （高 さ、距離、角度 を示す変数

の とり方） を示す図である。

[ 図 10] 給 電処理 S 0 0 0 を説明するフローチ ヤ一 卜である。

[ 図 11] 給 電処理 S 0 0 0 を説明するフローチ ヤ一 卜である。

[ 図 12] 給 電装置 1 0 が行 う、受電装置 2 0 への給電 を停止する処理 の一例 を

説明するフローチ ヤ一 卜である。

[ 図 13] 給 電装置 1 0 が行 う、受電装置 2 0 への給電 を停止する処理 の一例 を

説明するフローチ ヤ一 卜である。

発明を実施するための形態

[001 9] 以下、発明を実施 するための形態 について図面 とともに説明する。

[0020] [ 第 1 実施形態 ]

図 1 は、第 1 実施形態 と して説明する非接触給電システム 1 の概 略的な構

成 を説明する図である。 同図に示すように、非接触給電シ ステ ム 1 は、位置

標 定装置 1 4 を備 えた給電装置 1 0 、及び給電装置 1 0 か ら非接触給電 によ

り給電 を受 ける受電装置 2 0 を含んで構成 されている。受電装置 2 0 は、例

えば、携帯電話機、携帯情報端末、小型家電機器、電気 自動車等である。給

電装置 1 0 は、例 えば、受電装置 2 0 が存在 する環境、受電装置 2 0 を所持

する利用者 が出入 りする環境、不特定の利用者 がアクセス可能な環境 に設 け

られ る。

[0021 ] 図 2 に給電装置 1 0 のハー ドウェア構成 を示 している。 同図に示すように

、給電装置 1 0 は、電源装置 1 1 、給電電力供給 回路 1 2 、給電素子 1 3 、

指向方向制御機構 1 3 1 、位置標 定装置 1 4 、通信 回路 1 5 、 中央処理装置

6 、記憶装置 1 7 、入力装置 1 8 、及び表示装置 1 9 を備 える。 尚、位置

標 定装置 1 4 は、給電装置 1 0 と一体的に構成 されていてもよい し、給電装



置 1 0 とは別 体 で あ って も よ い。

[0022] 電 源 装 置 1 1 は、 例 え ば、 ス ィ ッチ ン グ方 式 や リニ ァ方 式 の 電源 で あ り、

給 電装 置 1 0 の構 成 要 素 を駆 動 す るた め の 電 力 を供 給 す る。

[0023] 給 電 電 力供 給 回路 1 2 は、 ドラ イバ 回路 （ゲ 一 卜 ドラ イバ 、 ハ ー フ プ リツ

ジ ドラ イバ 等 ） を含 み、 電源 装 置 1 1 か ら供 給 され る電 力 に基 づ き、 給 電 素

子 1 3 に供 給 す る所 定 周 波 数 の駆 動 電 流 を生成 す る。

[0024] 給 電 素 子 1 3 は、 上 記 非 接 触 給 電 が磁 界 方 式 （磁 界 結 合 方 式、 磁 気 共 鳴 方

式 ） で行 わ れ る場 合 は コイル 等 の誘 導 性 素 子 で あ り、 上 記 非 接 触 給 電 が 電 界

方 式 （電 界 結 合 方 式、 電 界 共 鳴 方 式 ） で行 わ れ る場 合 は コ ンデ ンサ 等 の容 量

性 素 子 で あ り、 上 記 非 接 触 給 電 が 電磁 波 方 式 で行 わ れ る場 合 は ア ンテ ナ で あ

る。

[0025] 指 向 方 向制 御 機 構 1 3 は、 給 電 素 子 1 3 を 3 軸 方 向 に回動 可 能 に支 持 す

る支 持 部 と給 電 素 子 1 3 の 指 向方 向 を制 御 す るサ 一 ボ モ ー タ等 を含 ん で構 成

され る。

[0026] 位 置 標 定装 置 1 4 は、 切 替 ス ィ ッチ 1 4 1 及 び ア ンテ ナ群 1 4 2 を備 え、

後 述 す る位 置標 定 に関 す る無 線 信 号 （以 下、 位 置標 定信 号 と称 す る。 ） を受

電装 置 2 0 か ら受信 す る。

[0027] 通 信 回路 1 5 は、 受 電装 置 2 0 との 間 で通 信 （例 え ば、 無 線 L A N ( L A

N ：Loca l Area Network) 、 規 格 IEEE 802. 15 . 1に よ る無 線 通 信 、 規 格 IEEE 8

02. 15 . 4 に よ る無 線 通 信 ） を行 う。 給 電装 置 1 0 と受 電装 置 2 0 との 間 の通 信

は、 給 電信 号 を変 調 （Modu lat i on) す る こ とに よ り、 即 ち伝 達 す る情 報 を給

電信 号 に含 ませ る こ とに よ り行 って も よ い。

[0028] 中 央 処 理 装 置 1 6 は、 C P U や M P U な どを用 い て構 成 され て い る。 中央

処 理 装 置 1 6 は、 給 電装 置 1 0 の統 括 的 な制 御 を行 う。 記 憶 装 置 1 7 は、 R

A M 、 R O M N V R A M 等 を用 い て構 成 され、 プ ロ グ ラム や デ ー タ を記 憶

す る。 入 力装 置 1 8 は、 タ ツチパ ネル や テ ンキ ー等 で あ る。 表 示 装 置 1 9 は

、 液 晶 パ ネル 等 で あ る。

[0029] 図 3 に給 電装 置 1 0 が備 え る主 な機 能 を示 して い る。 同 図 に示 す よ うに、



給電装置 1 0 は、指向方向制御部 1 5 1 、位置標定信号受信部 1 5 2 、方向

取得部 1 5 3 、距離取得部 1 5 4 、給電制御部 1 5 5 、許容範囲算出部 1 5

6 、受電電力受信部 1 5 7 、及び伝送効率算出部 1 5 8 を備える。 これ らの

機能は、給電装置 1 0 のハー ドウェアによって、も しくは、給電装置 1 0 の

中央処理装置 1 6 が、記憶装置 1 7 に格納されているプログラムを読み出 し

て実行することにより実現される。

[0030] 指向方向制御部 1 5 は、指向方向制御機構 1 3 により給電素子 1 3 の

指向方向を制御する。

[0031 ] 位置標定信号受信部 1 5 2 は、受電装置 2 0 か ら送信されて くる無線信号

(位置標定信号）をアンテナ群 1 4 2 により受信する。

[0032] 方向取得部 1 5 3 は、位置標定装置 1 4 が後述する位置標定機能により算

出する、当該給電装置 1 0 か らみた受電装置 2 0 が存在する方向 （以下、方

向 と称する。）を取得する。

[0033] 距離取得部 1 5 4 は、位置標定装置 1 4 が後述する位置標定機能により算

出 した、 自身と受電装置 2 0 との間の距離を取得する。

[0034] 給電制御部 1 5 5 は、給電素子 1 3 か ら送信する電力を制御する。

[0035] 許容範囲算出部 1 5 6 は、距離取得部 1 5 4 によって取得される距離に対

応 した、受電装置 2 0 に電力供給を行 う際の伝送効率の許容範囲を求める。

許容範囲の算出方法の詳細については後述する。

[0036] 受電電力受信部 1 5 7 は、受電装置 2 0 か ら送 られて くる、受電装置 2 0

が給電装置 1 0 か ら現在受電 している電力の電力値を受信する。

[0037] 伝送効率算出部 1 5 8 は、給電素子 1 3 か ら現在出力されている電力の電

力値を給電素子 1 3 か ら取得 し、取得 した電力値 と、受電電力受信部 1 5 7

が受電装置 2 0 か ら受信 した電力値 とに基づき、給電装置 1 0 か ら受電装置

0 への給電電力の送信についての現在の伝送効率を算出する。

[0038] 図 4 に受電装置 2 0 のハー ドウェア構成を示 している。同図に示すように

、受電装置 2 0 は、起電力発生回路 2 1 、蓄電装置 2 2 、位置標定信号送信

装置 2 3 、通信回路 2 5 、中央処理装置 2 6 、記憶装置 2 7 、入力装置 2 8



、表示装置 2 9 、負荷 3 0 、及び電力計測回路 3 1 を備える。

[0039] 起電力発生回路 2 は、受電側 コイル等の受電素子 2 を用いて構成さ

れる。起電力発生回路 2 には、給電装置 1 0 か ら送 られて くる電磁界のェ

ネルギ一によって起電力が発生する。

[0040] 蓄電装置 2 2 は、二次電池 （リチウムイオン電池、 リチウムポ リマ一電池

、ニッケル水素電池、ニッケルカ ドミウム電池等）や容量素子 （電気二重層

コンデンサ等）などの蓄電池 と、起電力発生回路 2 1 に発生 した起電力に基

づ く電流を蓄電池に供給するための整流回路、平滑回路、 D C / A C コンパ

—タ、 D C / D C コンバータなどの給電回路を含む。尚、受電装置 2 0 は、

必ず しも蓄電装置 2 2 を備えていな くてもよい。例えば、受電装置 2 0 は、

起電力発生回路 2 に発生 した起電力に基づ く電流を負荷 3 0 に直接供給す

るように構成されていてもよい。

[0041 ] 位置標定信号送信装置 2 3 は、後述する位置標定信号の送信回路 と位置標

定信号を送信するアンテナ 2 3 を含む。

[0042] 通信回路 2 5 は、給電装置 1 0 との間で無線方式または有線方式により通

信を行 う。

[0043] 中央処理装置 2 6 は、 C P U やM P U などを用いて構成されており、受電

装置 2 0 の統括的な制御を行 う。

[0044] 記憶装置 2 7 は、 R A M、 R O M N V R A M等を用いて構成されており

、 プログラムやデータを記憶する。入力装置 2 8 は、キーボー ドやタツチパ

ネル等である。表示装置 2 9 は液晶パネル等である。

[0045] 負荷 3 0 は、例えば、受電装置 2 0 が携帯電話機であれば、携帯電話機が

備える回路 （受信回路、送信回路等）である。電力計測回路 3 は、給電装

置 1 0 か ら現在供給を受けている電力値を計測する。

[0046] 図 5 に受電装置 2 0 が備える主な機能を示 している。同図に示すように、

受電装置 2 0 は、位置標定信号送信部 2 5 、受電電力送信部 2 5 2 、及び

電力制御部 2 5 3 を備える。 これ らの機能は、受電装置 2 0 のハー ドウェア

によって、も しくは、受電装置 2 0 の中央処理装置 2 6 が、記憶装置 2 7 に



格納されているプログラムを読み出 して実行することにより実現される。

[0047] 位置標定信号送信部 2 5 は、位置標定信号送信装置 2 3 を制御 してアン

テナ 2 3 1 か ら位置標定信号を送信する。

[0048] 受電電力送信部 2 5 2 は、電力計測回路 3 が計測 した電力値、即ち受電

装置 2 0 が現在給電装置 1 0 か ら給電を受けている電力値を給電装置 1 0 に

送信する。

[0049] 電力制御部 2 5 3 は、起電力発生回路 2 に発生する電力の蓄電装置 2 2

又は負荷 3 0 への供給を制御する。

[0050] < 位置標定の仕組み>

次に位置標定の仕組みについて説明する。給電装置 1 0 は、アンテナ群 1

4 2 を構成 している複数のアンテナを周期的に切 り換えなが ら、受電装置 2

0 のアンテナ 2 3 か ら送 られて くる、スぺク トル拡散された無線信号か ら

なる位置標定信号 6 0 0 を受信する。

[0051 ] 図 6 は受電装置 2 0 か ら送信される位置標定信号 6 0 0 のデ一タフォ一マ

ッ 卜の一例である。同図に示すように、位置標定信号 6 0 0 には、制御信号

6 1 1 、測定信号 6 2 、及び端末情報 6 3 などの信号や情報が含まれて

いる。

[0052] 制御信号 6 には、変調波や各種の制御信号が含まれている。測定信号

6 2 には、数 m秒程度の無変調波 （例えば、給電装置 1 0 に対する受電装

置 2 0 が存在する方向や給電装置 1 0 に対する受電装置 2 0 までの相対距離

の検出に用いる信号 （例えば 2 0 4 8 チ ップの拡散符号））が含まれている

。端末情報 6 3 には、受電装置 2 0 ごとに固有に付与される識別子 （以下

、受電装置 I D と称する。）が含まれている。

[0053] 図 7 に給電装置 1 0 と受電装置 2 0 の位置関係 （高さ及び距離を示す変数

のとり方）を示 している。 この例では、受電装置 2 0 が地上高 h ( m ) の位

置に存在 し、給電装置 1 0 が地上高 H ( m ) の位置に固定されている。給電

装置 1 0 の直下か ら受電装置 2 0 までの直線距離は L ( m ) である。

[0054] 図 8 は給電装置 1 0 のアンテナ群 1 4 2 を構成 している複数のアンテナと



受電装置 2 0 の位置関係を説明する図である。同図に示すように、この例で

は、アンテナ群 1 4 2 は位置標定信号 6 0 0 の 1波長以下の間隔 （例えば、

位置標定信号 6 0 0 が2 . 4 G H z 帯の電波である場合は 1波長 （1 2 . 5

c m ) 以下の間隔）で平面的に略正方形状に等間隔で隣接して配置された4

つの円偏波指向性アンテナで構成されている。

[0055] 同図において、アンテナ群 1 4 2 の高さ位置における水平方向とアンテナ

群 1 4 2 に対する受電装置 2 0 の方向とのなす角を とすれば、例えば、

= a r c T a n ( D ( m ) / L ( m ) ) = a r c S i n ( ∆ L ( c m ) / 6 (

c m ) )

の関係となる。尚、∆ Ι_ ( c m ) は、アンテナ群 1 4 2 を構成しているアン

テナのうち、特定の2 つのアンテナと受電装置 2 0 との間の伝搬路長差であ

る。

[0056] ここでアンテナ群 1 4 2 を構成している特定の2 つのアンテナで受信され

る位置標定信号 6 0 0 の位相差を とすると、

∆ L ( c m ) = Α Θ / ( 2 π / λ ( c m ) )

の関係がある。また位置標定信号 6 0 0 として、例えば、 2 . 4 G H z 帯

の電波を用いた場合はス= 1 2 ( c m ) であるので、

= a r c S i n ( ∆ θ π )

の関係がある。また測定可能範囲 （_ 2< ∆ < 2) 内では、 =

∆ Θ (ラジアン）となるので、上式から給電装置 1 0 が存在する方向を特定

することができる。

[0057] 図9 に給電装置 1 0 が設置される環境における、給電装置 1 0 と受電装置

2 0 の位置関係 （高さ、距離、角度を示す変数のとり方）を示している。同

図に示すように、給電装置 1 0 のアンテナ群 1 4 2 の地上高をH ( m ) 、受

電装置 2 0 の地上高を h ( m ) 、給電装置 1 0 の直下の地表面の位置を原点

として直交座標軸 （X軸、Y軸）を設定した場合における、給電装置 1 0 か

ら受電装置 2 0 の方向とX軸とがなす角を∆ Φ ( X ) 、給電装置 1 0 から受

電装置 2 0 の方向とY軸とがなす角を∆ Φ ( y ) とすれば、原点に対する受



電装置 2 0 の位置は次式か ら求めることができる。

∆ d ( X ) = ( H - h ) X T a η ( ∆ Φ ( x ) )

∆ d ( y ) = ( H - h ) X T a n ( ∆ Φ ( y ) )

そ して原点の位置を （X 1 ， Y ) とすれば、受電装置 2 0 の現在位置 （

X x ， Y y ) は次式か ら求めることができる。

X X = X + ∆ d ( x )

Y y = Y 1 + ∆ d ( y )

[0058] 以上に説明 した位置標定の方法については、例えば、特開 2 0 0 4 _ 1 8

4 0 7 8 号公報、特開 2 0 0 5 _ 3 5 1 8 7 7 号公報、特開 2 0 0 5 _ 3 5

1 8 7 8 号公報、及び特開 2 0 0 6 - 2 3 2 6 号公報等にも詳述されてい

る。

[0059] 尚、受電装置 2 0 の位置標定は、受電装置 2 0 か ら位置標定信号 6 0 0 を

送信 し、給電装置 1 0 でこれを受信 して受電装置 2 0 の位置標定を行 うよう

に してもよい し、位置標定信号 6 0 0 を給電装置 1 0 か ら送信 し、受電装置

2 0 が位置標定信号 6 0 0 を受信 して受電装置 2 0 側で位置標定を行い、そ

の結果を給電装置 1 0 に送信するように してもよい。本実施形態では前者の

方法によるものとする。

[0060] < 処理説明>

次に、以上の構成か らなる非接触給電システム 1 において非接触給電が行

われる際に、給電装置 1 0 及び受電装置 2 0 が行 う処理 （以下、給電処理 S

0 0 0 と称する。）について、図 1 0 及び図 1 1 に示すフローチヤ一 卜と

ともに説明する。

[0061 ] 図 1 0 に示すように、 まず受電装置 2 0 が、給電装置 1 0 に給電開始要求

を送信する （S 1 0 1 1 ) 。給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 か ら給電開始要

求を受信すると （S 1 0 2 1 ) 、受電装置 2 0 に位置標定信号 6 0 0 の送信

要求を送信する （S 1 0 2 2 ) 。

[0062] 受電装置 2 0 は、位置標定信号送信要求を受信すると （S 1 0 1 2 ) 、位

置標定信号 6 0 0 を送信する （S 1 0 1 3 ) 。



[0063] 尚、給電装置 1 0 は、 S 1 0 2 2 にて位置標定信号送信要求を送信 した後

、所定時間の間、位置標定信号 6 0 0 の受信を待機 し （S 1 0 2 3 ) 、所定

時間内に位置標定信号 6 0 0 を受信できなかった場合 （タイムァゥ 卜した場

合）は （S 1 0 2 3 ：Y E S ) 、エラ一カウン トa に 1 を加える （S 1 0 5

)

[0064] また上記エラ一カウン トa が許容回数 （エラ一カウン トa について予め設

定された許容回数）を超えている場合 （S 1 0 5 2 ：N O ) 、給電装置 1 0

は、受電装置 2 0 からの位置標定信号 6 0 0 の待機を中止 し、その後、給電

処理 S 1 0 0 0 は終了する。尚、後述するS 1 0 3 5 の処理により受電装置

2 0 に対 して給電を行っている場合は、その給電を停止 してから給電処理 S

1 0 0 0 が終了する。

[0065] 尚、上記エラ一カウン トa が許容回数を超えるような場合、即ち受電装置

2 0 から位置標定信号 6 0 0 を受信できないケースとしては、受電装置 2 0

に何 らかの障害が発生 している場合や、受電装置 2 0 が給電開始要求を送信

( S 0 ) した後、受電装置 2 0 が給電装置 1 0 から離れた場所に移動

した場合などがある。

[0066] 給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 から送信された位置標定信号 6 0 0 を受信

すると （S 1 0 2 4 ) 、エラ一カウン トa をリセットし （S 1 0 2 5 ) 、受

信 した位置標定信号 6 0 0 に基づき受電装置 2 0 が存在する方向 及び受電

装置 2 0 の現在位置を標定する （S 1 0 2 6 ) 。

[0067] 次に給電装置 1 0 は、標定 した方向 が許容範囲内にあるか否かを判断す

る （S 1 0 2 7 ) 。標定 した方向 が許容範囲内である場合は （S 1 0 2 7

：Y E S ) S 0 2 8 に進み、許容範囲外である場合は （S 1 0 2 7 ：Ν 0

) 処理は終了するか、もしくは、 S 1 0 2 2 に戻る （受電装置 2 0 が移動 し

た場合は次回標定時に方向 が許容範囲内となることもある）。

[0068] S 0 2 8 では、給電装置 1 0 は、取得 した受電装置 2 0 の現在位置から

求められる距離に対応する伝送効率の許容範囲を求める。この許容範囲は、

例えば、次のようにして求める。



[0069] まず給電装置 1 0 と受電装置 2 0 の間の結合係数 （k ) とQ値 との乗算値

S に基づき、最大伝送効率 （ m a x ) を次式か ら求める。

[0070] m a X = ( ( 1 + S 2 ) ( 1 / 2 ) X ( S 2 ) ) / ( ( ( 1 + (

1 + S 2 ) ( 1 / 2 ) ) X ( S 2 ) ) + ( ( 1 + ( 1 + S 2 ) 一 (

/ 2 ) に 2 ) )

[0071 ] 次いで上式により求めた最大伝送効率 m a X に、所定の比率 （例えば、

方向 を算出する際に生 じる誤差、給電装置 1 0 と受電装置 2 0 の間の距離

を算出する際に生 じる誤差、電力計測回路 3 1 の測定精度、気圧、又は気温

等に基づき決定される比率）を乗算 して、その結果を伝送効率の許容範囲と

する。

[0072] 次 に給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 に対 し、 S 1 0 2 6 で標定 した受電装

置 2 0 が存在する方向 及び受電装置 2 0 の現在位置 とともに、当該受電装

置 2 0 の受電素子 2 1 1 の指向方向の調整を指示する要求 （以下、指向方向

調整要求とも称する。）を送信する （S 1 0 2 9 ) 。 尚、受電装置 2 0 が蓄

電能力を備えていない場合など、受電装置 2 0 が指向方向の調整に要する電

力を必要 とする場合には、給電装置 1 0 か ら受電装置 2 0 に指向方向の調整

のために必要な電力を非接触給電により供給するように してもよい。

[0073] 受電装置 2 0 は、指向方向調整要求を受信すると （S 1 0 1 4 ) 、 当該要

求とともに受信 した、受電装置 2 0 が存在する方向 及び受電装置 2 0 の現

在位置に基づき、受電素子 2 の方向が給電装置 1 0 の方向に向 くように

調整する （S 1 0 1 5 ) 。

[0074] また給電装置 1 0 は、 S 1 0 2 6 で標定 した受電装置 2 0 が存在する方向

及び受電装置 2 0 の現在位置に基づき、給電素子 1 3 の指向方向を調整す

る （S 1 0 3 0 ) 。

[0075] 次 に給電装置 1 0 は、図 1 1 に示すように、受電装置 2 0 への給電電力の

送信を開始する （S 1 0 3 1 ) 。給電電力の送信を開始後、給電装置 1 0 は

、給電電力の伝送効率を求め、求めた伝送効率が S 1 0 2 8 で求めた許容範

囲を逸脱 しているか否かを判断する。



[0076] 即ち同図に示すように、 まず給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 に、当該給電

装置 1 0 か ら現在受電 している電力 （以下、受電電力とも称する。）の電力

値を送信する旨の要求 （以下、電力値送信要求と称する。）を送信する （S

0 3 2 ) 。

[0077] 受電装置 2 0 は、電力値送信要求を受信すると （S 1 0 1 6 ) 、現在の受

電電力の電力値を取得 し、取得 した電力値を給電装置 1 0 に送信する （S 1

0 1 7 ) 。

[0078] 給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 か ら受電電力を受信すると （S 1 0 3 3 )

、 自身が現在給電素子 1 3 か ら送信 している給電電力の電力値を取得 し、 こ

れとS 1 0 3 3 で受信 した受電電力の電力値 とに基づき、現在の伝送効率を

求める （S 1 0 3 4 ) 。

[0079] 次いで給電装置は、求めた現在の伝送効率が、 S 1 0 2 8 で求めた許容範

囲内であるか否かを判断する （S 1 0 3 5 ) 。求めた現在の伝送効率が許容

範囲内であれば （S 1 0 3 5 : Y E S ) 、受電装置 2 0 への給電を継続 し （

S 0 3 6 ) 、エラ一カウン トb を リセッ トする （S 1 0 3 7 ) 。 その後は

S 0 2 2 か らの処理を繰 り返す。

[0080] —方、現在の伝送効率が許容範囲外であれば （S 1 0 3 5 ：N O ) 、給電

装置 1 0 は、受電装置 2 0 への給電を停止 し （S 1 0 7 1 ) 、エラ一カウン

卜b に 1 を加える （S 1 0 7 2 ) 。 尚、 S 1 0 7 1 では、給電装置 1 0 が、

伝送効率が許容範囲外である旨を示す情報を受電装置 2 0 に送信 して利用者

に給電を停止するか否かの判断を促 し、利用者か らの要求に応 じて給電停止

/ 給電継続の制御を行 うように しても良い。

[0081 ] 次いで給電装置 1 0 は、エラ一カウン トb が許容回数 （エラ一カウン トb

について予め設定された許容回数）を超えているか否かを判断する （S 0

7 3 ) 。エラ一カウン トb が許容回数を超えていない場合 （S 1 0 7 3 ：Y

E S ) 、処理は S 0 2 2 に戻 り、給電素子 1 3 及び受電素子 2 の指向

方向を再調整 した後に給電を再開する。

[0082] —方、エラ一カウン トb が許容回数を超える場合 （S 1 0 7 3 ：N O ) 、



給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 への給電を停止する。その後、給電処理 S 1

0 0 0 は終了する。

[0083] 尚、図 1 2 に示すように、例えば、給電装置 1 0 が受電装置 2 0 から送ら

れてくる給電停止要求を受信 した場合に （S 1 2 1 1、 S 1 2 2 1 ) その受

電装置 2 0 に対する給電を停止するようにしてもよい （S 1 2 2 2 ) 。受電

装置 2 0 は、例えば、利用者が受電装置 2 0 に対 して所定の操作を行った場

合に上記給電停止要求を送信する。

[0084] また図 1 3 に示すように、例えば、給電装置 1 0 が入力装置 1 8 を介 して

利用者から受電装置 2 0 の給電停止の指示を受け付けた場合に （S 1 3 2 1

) 受電装置 2 0 に対する給電を停止するようにしてもよい （S 1 3 2 2 ) 。

またこの場合は利用者から指定された受電装置 2 0 に対する給電のみを停止

するようにしてもよい。

[0085] 以上に説明 したように、本実施形態の非接触給電システム 1 によれば、給

電装置 1 0 は、位置標定装置 1 4 が求めた受電装置 2 0 が存在する方向 に

基づき、給電素子 1 3 の指向方向が受電装置 2 0 の方向を向くように制御 し

て給電を開始するので、給電装置 1 0 から受電装置 2 0 への給電を効率よく

行うことができる。

[0086] また給電装置 1 0 は、給電を開始 した後、位置標定装置 1 4 が求めた自身

と受電装置 2 0 との距離に対応する、伝送効率の許容範囲を求め、受電装置

2 0 から受信 した電力値と給電素子 1 3 から出力 している電力値とから現在

の伝送効率を求め、求めた伝送効率が許容範囲を逸脱する場合は方向 を再

度取得 し、再取得 した方向 に基づき、給電素子 1 3 の指向方向を受電装置

2 0 の方向に向くように制御するので、給電素子 1 3 の指向方向を適切に制

御 して給電装置 1 0 から受電装置 2 0 への給電を効率よく確実に行うことが

できる。

[0087] また給電装置 1 0 は、伝送効率が許容範囲を逸脱する場合は給電を停止す

るので、非効率な給電が行われるのを防ぐことができる。また給電装置 1 0

は、給電素子 1 3 及び受電素子 2 の指向方向を調整 したうえで給電を再



開するので、給電装置 1 0 か ら受電装置 2 0 への給電を効率 よ く確実に行 う

ことができる。

[0088] また給電装置 1 0 は、受電装置 2 0 への給電を行 っている際に位置標定信

号送信要求を送信 し、その後、所定時間内に位置標定装置 1 4 が受電装置 2

0 か ら位置標定信号 6 0 0 を受信 しなかった場合には受電装置 2 0 への給電

を停止する。 このように位置標定信号 6 0 0 を受信できない場合は給電を停

止するので、 ロスの大 きな給電が行われて しまうのを防 ぐことができる。

[0089] また給電装置 1 0 は、標定 した方向 が許容範囲内であるか否かを判断 し

、標定 した方向 が許容範囲内である場合にのみ受電装置 2 0 への給電を開

始するので、例えば、給電装置 1 0 と受電装置 2 0 とが対向 していないにも

かかわ らず伝送効率がたまたま許容範囲内に収 まって しまい給電が継続する

事態を防止することができる （給電装置 1 0 と受電装置 2 0 の夫々の指向方

向が調整 された最適な状態で給電が行われるようにする）。

[0090] また受電装置 2 0 側でも、給電装置 1 0 か ら送 られて くる位置標定の結果

に基づき、受電素子 2 の指向方向を給電装置 1 0 の方向に調整するので

、 これによつても伝送効率 を向上させることができる。 また必要な場合は受

電素子 2 の指向方向の調整 に要する電力が非接触給電により給電装置 1

0 か ら受電装置 2 0 に供給 されるので、受電装置 2 0 が蓄電能力を備えてい

ないような場合でも、受電素子 2 1 1 の指向方向の調整 を行 うことができる

[0091 ] 以上、本発明の実施の形態について説明 したが、以上の説明は、本発明の

理解 を容易にするためのものであ り、本発明を限定するものではない。本発

明は、その趣 旨を逸脱することな く、変更、改良され得 ると共に、本発明に

はその等価物が含 まれることは勿論である。

符号の説明

[0092] 非接触給電システム

0 給電装置

3 給電素子



位置標定装置

受電装置

指向方向制御部

方向取得部

距離取得部

許容範囲算出部

受電電力受信部

伝送効率算出部

受電素子



請求の範囲

[ 請求項 1] 非接触給電によ り給電を受ける受電装置 と、

前記受電装置 に給電電力を送信する給電素子を備 え、前記給電素子

の指向方向を制御する制御機構 を備 える給電装置 と、

前記給電装置 と通信可能 に接続 し、前記受電装置か ら送信 されて く

る無線信号である位置標定信号 を、互いに隣接 して配置 された複数の

アンテナによ り受信 し、受信 した前記位置標定信号の位相差 に基づ き

、 自身か らみた前記受電装置が存在する方向 、及び前記受電装置の

位置 を算出する位置標定機能 を備 える、位置標定装置 と

を含んで構成 される非接触給電システムであ って、

前記給電装置は、

前記位置標定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を取得 し、取

得 した前記方向 に基づ き前記給電素子の指向方向が前記受電装置の

方向を向 くように前記制御機構 を制御 して給電を開始 し、

前記位置標定装置か ら取得 される前記受電装置の位置 に基づ き自身

と前記受電装置 までの間の距離 を取得 し、取得 した前記距離 に対応す

る、前記受電装置 に給電電力を送信する際の伝送効率の許容範囲を求

め、

前記受電装置は、前記給電装置か ら現在供給 を受けている電力値 を

前記給電装置 に送信 し、

前記給電装置は、

前記受電装置か ら送 られて くる前記電力値 を受信 し、

受信 した前記電力値 と前記給電素子か ら現在送信 している給電電力

の電力値 とに基づ き、現在の伝送効率 を求め、

前記現在の伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合は、前記位置標

定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した方

向 に基づ き、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向に向 く

ように前記給電素子の指向方向を制御する



ことを特徴 とする非接触給電システム。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の非接触給電システムであ って、

前記給電装置は、前記伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合、前

記受電装置八の前記給電を停止 し、前記位置標定装置か ら前記受電装

置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した前記受電装置が存在する

方向 に基づ き、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向を向

くように制御 し、 その後、前記受電装置への給電を再開する

ことを特徴 とする非接触給電システム。

[ 請求項3] 請求項 1 又 は 2 に記載の非接触給電システムであ って、

前記給電装置は、前記受電装置 に対 して前記位置標定信号の送信 を

要求する情報である位置標定信号送信要求を前記受電装置 に送信 し、

前記位置標定装置は、前記位置標定信号送信要求に応 じて前記受電

装置が送信する前記位置標定信号 に基づ き前記受電装置の位置標定を

行い、

前記給電装置は、前記受電装置八の前記給電を行 つている際に前記

位置標定信号送信要求を送信 し、前記位置標定信号送信要求の送信後

、所定時間内に前記位置標定装置が前記受電装置か ら前記位置標定信

号 を受信 しなか った場合、前記受電装置への給電を停止する

ことを特徴 とする非接触給電システム。

[ 請求項4] 請求項 1 又 は 2 のいずれかに記載の非接触給電システムであ って、

前記受電装置は、前記給電電力を受信する受電素子 と、前記受電素

子の指向方向を制御する制御機構 を備 え、

前記給電装置は、前記受電装置 に、前記位置標定装置か ら取得 した

前記受電素子が存在する方向 及び前記受電装置が存在する位置 を送

信 し、

前記受電装置は、前記方向 及び前記位置 を受信 し、受信 した前記

方向 及び前記位置 に基づ き前記受電素子の指向方向を前記給電装置

の方向に調整する



ことを特徴 とする非接触給電システム。

[ 請求項 5] 請求項 4 に記載の非接触給電システムであ って、

前記給電装置は、前記受電装置 に、前記受電装置の指向方向の前記

調整 に要する電力を非接触給電によ り供給する

ことを特徴 とする非接触給電システム。

[ 請求項 6] 請求項 1 乃至 3 のいずれか一項 に記載の非接触給電システムに用い

られる給電装置であ って、

前記受電装置 に給電電力を送信する給電素子を備 え、前記給電素子

の指向方向を制御する制御機構 を備 え

前記位置標定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を取得 し、取

得 した前記方向 に基づ き前記給電素子の指向方向が前記受電装置の

方向を向 くように前記制御機構 を制御 して給電を開始 し、

前記位置標定装置か ら取得 される前記受電装置の位置 に基づ き自身

と前記受電装置 までの間の前記距離 を取得 し、取得 した前記距離 に対

応する、前記受電装置 に給電電力を送信する際の伝送効率の許容範囲

を求め、

前記受電装置か ら送 られて くる前記電力値 を受信 し、

受信 した前記電力値 と前記給電素子か ら現在送信 している給電電力

の電力値 とに基づ き、現在の伝送効率 を求め、

前記現在の伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合は、前記位置標

定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した方

向 に基づ き、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向に向 く

ように前記給電素子の指向方向を制御する

ことを特徴 とする給電装置。

[ 請求項7] 請求項 6 に記載の給電装置であ つて、

前記伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合、前記受電装置八の前

記給電を停止 し、前記位置標定装置か ら前記受電装置が存在する方向

を再度取得 し、取得 した前記受電装置が存在する方向 に基づ き、



前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向を向 くように制御 し、

その後、前記受電装置への給電を再開する

ことを特徴 とする給電装置。

[ 請求項8] 非接触給電によ り給電を受ける受電装置 と、

前記受電装置 に給電電力を送信する給電素子を備 え、前記給電素子

の指向方向を制御する制御機構 を備 える給電装置 と、

前記給電装置 と通信可能 に接続 し、前記受電装置か ら送信 されて く

る無線信号である位置標定信号 を、互いに隣接 して配置 された複数の

アンテナによ り受信 し、受信 した前記位置標定信号の位相差 に基づ き

、 自身か らみた前記受電装置が存在する方向 、及び前記受電装置の

位置 を算出する位置標定機能 を備 える、位置標定装置 と

を含んで構成 される非接触給電システムの制御方法であ って、

前記給電装置が、

前記位置標定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を取得 し、取

得 した前記方向 に基づ き前記給電素子の指向方向が前記受電装置の

方向を向 くように前記制御機構 を制御 して給電を開始 し、

前記位置標定装置か ら取得 される前記受電装置の位置 に基づ き自身

と前記受電装置 までの間の前記距離 を取得 し、取得 した前記距離 に対

応する、前記受電装置 に給電電力を送信する際の伝送効率の許容範囲

を求め、

前記受電装置が、前記給電装置か ら現在供給 を受けている電力値 を

前記給電装置 に送信 し、

前記給電装置が、

前記受電装置か ら送 られて くる前記電力値 を受信 し、

受信 した前記電力値 と前記給電素子か ら現在送信 している給電電力

の電力値 とに基づ き、現在の伝送効率 を求め、

前記現在の伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合は、前記位置標

定装置か ら前記受電装置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した方



向 に基づ き、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向に向 く

ように前記給電素子の指向方向を制御する

ことを特徴 とする非接触給電システムの制御方法。

[ 請求項 9] 請求項 8 に記載の非接触給電システムの制御方法であ って、

前記給電装置が、前記伝送効率が前記許容範囲を逸脱する場合、前

記受電装置八の前記給電を停止 し、前記位置標定装置か ら前記受電装

置が存在する方向 を再度取得 し、取得 した前記受電装置が存在する

方向 に基づ き、前記給電素子の指向方向が前記受電装置の方向を向

くように制御 し、 その後、前記受電装置への給電を再開する

ことを特徴 とする非接触給電システムの制御方法。
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